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国立大学の法人化と図書館職員
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国立大学図書館は，国立大学の法人化に伴う人事，組織，管理，運営等の改革･再編成や近年の情報社会の急激な変化|こ伴う様々

な課題に直面することになった。これらの課題に，従来図書館が積み重ねてきた知識や経験で対応することが困難になってきた。さ

らに，大学図書館は，学術`情報基盤として大学の教育･研究等責務遂行に高度で専門的な関わりが求められている。このような状況

で国立大学図書館職員がどのように変わろうとしているのか，京都大学図書館および国立大学図書館協会の法人化後の変化･取組を

検証する。
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に基づいて，教育・研究，大学運営を行うことになった。

中期目標は，各大学の基本理念や長期的な目標を実現する

ための一つのステップであり，一定期間内の達成目標であ

る。また，大学が中期計画を策定する際の指針となるとと

もに，大学の実績を評価する際の主な基準になるという性

格を有する。中期計画は，中期目標を実現するための具体

的な計画である。運営費交付金等についての予算を要求す

る際の基礎となり，中期目標の達成度を評価する際の具体

的な要素となるなどの性格を有している')。中期目標終了

時の評価結果が次期の運営費交付金の算定に反映される。

｢国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時

の評価に係る実施要領｣2)には，「この評価には大学が法人

化を契機に，いかに各国立大学法人等の改革と新生が図ら

れたかという視点が重要である」と記載されている。個`性

豊かで，国際的にも存在感のある大学を目指して，教育研

究活動が積極的に展開されると同時に，法人の業務運営，

予算，人事等の改善･充実が適切に進められたかどうかが，

評価の重要な視点となる。

２１１図書館の中期計画

京都大学図書館の中期計画は，京都大学の中期目標を実

現させるため，具体的な項目をあげている。①図書館を始

めとする学部学生の自学自習スペースの整備，②図書館の

開館時間の延長などの利便性を高める施策，③図書や資料

等の整備拡充に努め，所蔵図書データの遡及入力を推進，

④障害者等級に応じた図書館環境と支援体制の整備，⑤研

究のための,情報ネットワークや電子ジャーナル等の情報

サービス体制を整備，⑥学問分野ごとに研究図書館機能を

整備，⑦業務処理方式の改善，その他多岐にわたる。

法人化に伴う年度計画に関する四半期毎の達成状況の点

検・評価や「年度の実績に関する報告書」の作成等新たな

業務も増え，さらに情報社会の変化・進展による新たな機

能への対応は止まることがない。学術情報を生産する大学

が，自ら生産する様々な学術'情報を収集，蓄積，配信する

インターネット上の電子保存書庫機能「機関リポジトリ」3）

１．はじめに

平成１６年４月，８９の国立大学はすべて法人化され「法人

格」を持つことになったが，大学が，「知」の拠点として重

大な責務を担い，「大学の顔」とも言われる大学図書館が，

学術情報基盤として大学の教育・研究等の責務遂行に欠か

せないものであることに変わりはない。

法人化から１年半が経過した現在，国立大学図書館およ

び図書館職員が国立大学の法人化に伴う変化と相まって，

どのように変化してきたか，どのように変わろうとしてい

るのか，まだその過程であるが，京都大学および国立大学

図書館協会を中心に，図書館職員に関わる変化・動きを検

証する。

２．法人化して国立大学図書館はどう変わったか

法人化により国立大学は，目指す方向，実現するべき機

能，将来展望など，その目的や戦略を明確に示し，それら

を実現する具体的な方策を打ち出す中期目標・中期計画を

策定し，計画の達成状況によって評価を受け，その結果が

予算配分につながることとなった。さらに，大学の構成員

のみならず，地域社会や国際社会への説明責任が一層重要

となった。図書館職員も，自ら資質・能力の向上を図り，

大学の基本理念・目的・責務の実現に向け，働きがいや使

命感を持って図書館機能・サービスの向上に努めることが

これまで以上に求められている。筆者が所属する京都大学

の図書館を－つの事例として図書館職員に焦点を当て，変

化を検証する。

２１中期目標・中期計画

法人化して，大学は第１期６年間の中期目標・中期計画

＊ながさかみどり京都大学附属図書館
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TeLO75-753-2612（原稿受領2005.9.26）
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への対応も，京都大学で準備段階に入り，情報リテラシー

教育への高度の関わり，従来からの文献複写業務のｅＤＤＳ

(＝ElectronicDocumentDeliverySystem＆Services)へ

の対応等準備に入っている。これらの新たな機能の実施の

ために，業務・組織の見直し，合理化・効率化，さらに人

事体制の改革を進めることで無駄を省き，新しい機能を取

り込んでいかなければならない。京都大学では，平成１７年

５月，「事務改革大綱｣が公表され，達成のためにより具体

的な「事務改革事項と実施計画」が提示された。図書館も

｢受入業務の一元化｣など事務改革事項が提示され，達成に

向け組織再編成を伴う業務の合理化・効率化を検討してい

る。

2.12中期計画へ向けた図書館職員の取り組み

平成16年４月，京都大学附属図書館事務部長を委員長に

図書館業務改善検討委員会を設置した。この委員会には，

全学図書館職員の関わりを強めるために，附属図書館の管

理職を含め全学図書系掛長および掛長のいない図書室の代

表者50数名で構成される既存の全学図書系会議を当ててい

る。実行組織として情報資源管理部会，図書館サービス部

会，情報処理部会，能力開発・研修部会の４部会を設置，

それぞれ全学の掛長，掛員からなる８～９名のメンバーで

構成される。さらに総務課長を主査に各部会主査をメン

バーとする総括部会を設置，各部会の連携・調整と組織・

体制に関わる課題の検討に当たっている。平成17年度の主

な重点検討課題･提案等は,前金外国雑誌集中処理センター

(仮称)構想，部局間重複製本雑誌の保管調整による狭隔化

の解消モデル，全学デリバリーシステムの検討，業務シス

テムの新たな機能（eDDS，自動化書庫対応等）の検討，

Fundamentals-Seminarや講演会の実施（西洋古典籍の修

復，その他）などがある。業務改革で実現しなければなら

ない要素が，現場の図書館職員の意見を反映させた形で提

案され，モデルケースとしてすでに実現を試みたものもあ

る。研修も現場の意見を採り入れ，希望者多数で２度に分

けて開催したり，講演会も国公私立大学図書館からの参加

者を含め会場が満席になるなど，大変好評を得ている。明

確な方針の下での，責任感を持った図書館職員の自主的な

関わりによる成果と考えている。

が挙がっており，必要経費が嵩むという相反する要因に苦

慮している。

一方で，予算枠を自由に決めることができるため，図書

館の判断による旅費枠の増額が可能となり，職員の資質向

上に役立つ研修・調査等の機会が増えた。

2.2.2手間の削減と収益増収の努力一特別利用規程の制
ノーの

う正

大学図書館では，教育･研究目白勺の文献複写については，

文献複写規程に基づき，複写料金を課している。しかし，

ほとんどの大学図書館には，これまで出版物への掲載，資

料の貸付に対する有償規程がなかった。京都大学は，貴重

な資料を含む600万冊を越える蔵書があり,掲載許可や出陳

の申し出の件数も多く，少額であっても煩雑な手順で契約

を結ぶ場合や，判断基準が不明確で謝絶せざるを得ない場

合もあり，対応に時間・人手をとられていた。平成16年，

博物館・美術館の規程を参考に教育・研究目的や公的機関

の利用を除き，掲載等のための撮影等に係る特別利用およ

び貸付に関する有償規程を制定した。許可の判断基準が明

確になり，見合った代価を得ている。

2.3組織

京都大学の運営に係る中期目標には,｢適切な業務評価に

基づき柔軟な組織編成及び人員配置に努め，管理運営経費

の抑制に努めるとともに，効果的・機能的な大学運営を図

る」ことが掲げられている。法人化後１年半が経過し，全

学の事務の業務量調査が行われ，本部事務の組織再編成の

計画,実施スケジュールの検討が開始されている。専門的・

定型的業務を集中処理する「センター」設置と，戦略的経

営を可能にする企画部門の強化，教育研究支援機能の強化

が柱となる。京都大学は，百年を越える部局自治の歴史を

もち，部局の図書館・室も50を越える組織であるため，図

書館群の再編成は実現に多くの難関がある。しかし，求め

られるサービスの質の向上と高度化を実現しつつ，予算の

削減による人の削減への対応や戦略的な経営方策として，

定型的業務の集中化や一元化，外注化による合理化・効率

化は避けて通ることはできないであろう。顧客満足度の向

上に係るサービス拠点の在り方，外国雑誌の集中処理セン

ター構想など，前述の図書館業務改善検討委員会や，教員

による京都大学図書館協議会の特別委員会等で検討が開始

されている。

なお，自主'性，独自性の強い，「調整された分散方式｣と

言われる50を越える図書館・室を持つ京都大学は，平成１７

年４月，「京都大学図書館機構｣を発足させた。学術情報入

手体制の確立，学内の学術』情報の効果的かつ円滑な共同利

用体制の整備，合理的な共同業務処理体制の確立，図書館

機能を有しない部局への図書館サービスの提供，図書館職

員の充実，必要財源の確保を共通の課題として，その解決

のための総合的・合理的な全学協調体制である。その１年

前平成１６年４月に，それら全学の図書館機能を審議する場

として教員を構成員とする図書館協議会が発足している。

２２予算一運営費交付金

法人化されても，国立大学の運営費等は従来通り，国か

らの予算，授業料収入，病院収入等でまかなわれている。

国からの予算措置は，運営費交付金と名称が変わり，用途

を指定されることなく一括して交付される。法人化初年度

の平成16年度は平成15年度の実績を基に，ほぼ同額の予算

が交付されたが，毎年効率化係数１％分が減額されていく

ことになっている。効率化係数は今後さらに１％から２

～３％になる可能性を含む厳しい』情勢である。

２２１図書館の予算

京都大学附属図書館の場合，平成16年度に配分された予

算は前年度の８％減であった。この減額を，水光熱費の節

約その他で凌いでいるが，逆に中期計画に開館時間の延長
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２４図書館職員人事制度

2.4.1図書館職員の人事制度改革の基本的方向性

京都大学では，平成16年６月「職員の人事制度改革検討

会」が設置され，平成17年３月「京都大学職員の人事制度

改革について」（報告)が公表された。人材育成，評価，任

用，給与，表彰，その他多岐にわたり検討がなされている。

図書館職員の人事制度の基本的方向性としては，①情報社

会の変化等に対応できる高度の専門'性を持った図書館職員

(＝サブジェクトライブラリアン）の育成，②職員の自主・

自立的能力開発の推奨・支援による能力・知識・技術の向

上の促進と，資質の向上につながる適正かつ計画的な人事

異動，③図書館業務の見直しによる人的・財政的資源の効

率的活用と長期的視野に立った採用計画の構築，の３つが

挙げられている。

2.4.2図書館職員人事制度の検討

現在，京都大学では一般事務職員と図書館職員間の人事

交流は行われていない。130名を超える図書館職員（定員）

が在籍し，これら図書館職員は別個の人事制度によってい

る。主任ポストがなく，掛員は直接掛長に昇任する。課長

補佐ポストはなく同格の図書館専門員のポストがある。

人事制度の改善は，①年功序列型から能力・実績を重視

した制度への転換，②大学の高度化，専門化に対応した柔

軟かつ多様な人事システムの構築，③能力，適正に応じた

公平な人事システムの確立を目指し検討を行っているが，

結論を見ていない。図書館職員の専門性を維持しつつ，図

書館職員の管理職コースと専門職コースのいわゆるライン

とスタッフ制の併存体制が検討されている。最近は，事務

系職員も国際交流，研究協力担当その他，高度の専門性が

必要とされており，図書館職員の専門'性がより問われてい

る。

2．４３京都大学における人材育成

京都大学の人事制度改革の一環である人材育成の方針

に，特筆すべきものがある。職員の能力開発は，職員個人

の自主・自立を基本とするが，支援体制が制度として充実

してきた。

(1)研修・能力開発

職員研修制度（職階別，専門分野別）の再構築，学外派

遣・海外派遣・大学院等講義聴講等の各研修の拡充・新設

(2)自己啓発支援

自己啓発・能力開発のための休職制度，職務専念義務免

除制度，支援奨励金制度の新設などである。

ハーバード大学イェンチン図書館から，平成19年度１年

間京都大学から図書館職員を１名受け入れたいという申し

入れがあった。３年間のプロジェクトで，平成18年度から

１年ずつ，日本の大学から図書館職員１名の派遣を受け入

れ，資料の電子化・整備・アクセスの協力体制の構築等，

共同事業を行う計画である。旅費が先方持ちで，給与は京

都大学持ちであるが，ＡLＡ（＝TheAmericanLibrary

Association)等の会議出席，アメリカの図書館運営の実際

を体得するなど，ＯＪＴとして得難い機会である。京都大学

では研修の支援体制の充実により，その期間，補充として

派遣職員が手当される。今後相互の交流人事を検討する必

要↓性も理事から提示されている。

３．全国レベルで見る法人化後の図書館職員の変

化

3.1採用

3.1.1法人化後の国立大学図書館職員採用方式

法人化後，国立大学法人等の職員は非公務員型となり，

採用方法も独自の採用方法に変わった。法人化前の平成１５

年度までは人事院によるII種「図書館学」の区分による国

家公務員採用試験が実施されていたが，平成16年度から，

II種試験「図書館学」区分については，国立大学法人，大

学共同利用機関法人および独立行政法人国立高等専門学校

機構の設立後は，採用が見込まれないため廃止された。た

だし，平成16年４月の国立大学の新規採用者は，法人化の

移行期のため平成15年度に実施された国家公務員採用試験

の合格者から採用された。

平成16年度から国立大学等は，それぞれの理念によって

職員を募集することになったが，図書系を含む事務系およ

び技術系職員の採用については，第一次試験として「国立

大学法人等職員統一採用試験」が，国立大学協会の７地区

の「実施委員会」により全国同一日に実施された6)。

3.1.2「国立大学法人等職員採用図書系専門試験」

図書系職員については，前述の統一試験の他に，第二次

試験として国立大学附属図書館を中心に,「国立大学法人等

職員採用図書系専門試験委員会」が設置され，地区毎に設

置された「専門試験実施委員会」が，教養試験とは別の全

国同一日に，全国統一の図書系専門試験を実施している。

さらに，採用予定の各国立大学法人等がそれぞれ面接考査

等を別途行っている7)。なお，近畿地区では，さらに論文試

験も同時に課した。

3.1.3採用の状況

国立大学の多くは，図書系専門試験を必須とし，司書資

格は特に条件に付していない。逆に一部の国立大学や国立

高等専門学校によっては，図書系職員として採用する場合

でも，専門試験を課さず司書資格だけを条件に付けている

場合もある。また，法人化以前から地方の小規模大学等で

は定員削減の対応等により，図書系職員としての新規採用

をせず，学内の一般事務職員からの異動を行っている場合

もある。職員採用の裁量はそれぞれの大学にあり，地域や

規模等の条件，方針等により，それぞれの求める人材を採

用するわけであるが，このような採用時の条件の差が，今

後の国立大学等間の円滑な人事交流に障害を生じさせる可

能性もあり，また図書館機能・利用者サービスの高度化・

多様化への対応に影響が出ることも考えられる。なお，最

近の傾向として専門試験による採用者には，国立大学の修

了者，修士課程の修了者が増加している。

３１．４法人化による国立大学図書館間人事交流の変化

京都大学では,近畿圏の10を越える国立大学図書館等へ，

人事交流で20名近い図書館職員を出向させている。他機関

を経験することは，図書館職員としての視野，能力開発，
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さらに図書館間の連携・協力に有効であり，法人化後もそ

の方針に変わりはない。しかし，法人化後，国家公務員か

ら各法人職員となり，独自に人材を確保･育成する等,個々

の大学の人事政策により，人事交流を縮小・中止する大学

が増えてきた。

修の企画・立案を開始している。また，他の研修等を実施

する機関への要望など多角的な検討を進めている。

3.2.2国立大学図書館協会の提案する研修（図1）

国立大学図書館協会人材委員会が新規に実施，改善を提

案する研修等は，次のようなものである。

(1)フレッシュ・パーソン・セミナー

いわゆる新任職員研修であるが，組織的な位置づけとし

て大学図書館に新規に採用された1年前後の図書館職員に

対し，図書館職員として最低限習得しておくべき内容を伝

授する機会とし,基本的開催企画案を人材委員会が提案し，

各地区，各大学で実施する。

(2)マネージメントセミナー

部課長等幹部職員に対する管理職研修は文部科学省主催

から，国立大学協会主催に変化したが，大学図書館幹部職

員だけを対象にした独自の研修は従来なかった。平成１７年

７月，国立大学の図書館を所管する幹部職員，とりわけ新

任者や，法人化による組織の統合・再編により，他の職種

から図書館幹部職員になった部課長を対象に人材委員会が

企画，実施した。大学予算の減少と出版価格の高騰による

わが国の学術基盤への重大な影響が昨今懸念される現状

で，大学図書館の幹部職員には，法人化や組織統合・再編

に伴う「新しい役割と職責」（全学的使命としての中期計

画･目標の達成，社会貢献等)を果たしながら，学術コミュ

ニケーションの機能回復，学術情報の創造・蓄積・発信機

能構築というグローバルな業務対応が求められている。こ

のセミナーは，大学図書館のトップ・マネジメントに関わ

る現下の課題を取り上げ，幹部職員の研修機会とするもの

である。なお，第１回として開催された平成17年度は，館

長の参加者も含め，定員80名を超える参加があった。

(3)国立大学図書館協会シンポジウム

このシンポジウム6)は，東西２会場で，係長，専門員を対

象にそれぞれ50名程度で実施されている。東西会場の内容

の統一がより図られることになった。タイムリーなテーマ

を取り上げると共に，各館からの事例報告をするなど，’情

報の共有，意見の交換ができる場となっている。平成17年

度は，「機関リポジトリ」が，実行の段階に入ったとの認識

の下，テーマに取り上げられた。

図書館に関するシンポジウム等が，いろいろな団体の主

催で多数開催されている。共通するテーマであれば，その

母体の団体毎に実施するより，共催･協同することで経費，

労力の削減その他効率的である。それぞれ団体固有のテー

マで開催する場合は別として，共催できる内容の場合は，

国公私立大学図書館協力委員会が主催することを前提に準

備委員会を立ち上げ，平成17年度の開催に向け準備を開始

した。

3.2.3課題一他の研修等を実施する機関への要望

国立情報学研究所，国立国会図書館，その他関連機関が，

さまざまな研修を実施し，大学図書館職員にも門戸が開放

ざれ資質向上の機会が提供されている。図書館職員の資質

向上のための研修は様々なレベルでの多様な内容の研修が

必要であるが，それらすべてを国立大学図書館協会で実施

３．２人材育成・研修

これまでから，文部科学省，各種団体，各地区，各大学

において様々な大学図書館職員の育成に関わる取り組みが

なされてきた。しかし，それらが，連携，統一'性を持って

実施されてきたかについては疑問がある。

法人化によって，それぞれの大学が個性豊かで，国際的

にも存在感のある大学を目指して教育研究活動等を積極的

に展開し，機動的・戦略的な大学運営の実現，国民や社会

に対する説明責任を重視した，社会に開かれた大学運営が

目指されている。大学図書館にとっても，競争力を持った

個性豊かな図書館を目指すことが求められているが，同時

に図書館にとって，他の図書館や関連機関との連携を強化

し，わが国の図書館の継続的な資質向上，図書館活動の水

準の向上，均衡ある発展をはかることも不可欠である。

図書館の活動を支える図書館職員は，大学や図書館に

とって重要な人的資源であり，その育成が図書館，ひいて

は大学の教育研究支援の一つのポイントとなる。研修につ

いては，これまで文部科学省が主催していたものが他の機

関の主催になるなど，変化が生じている。ここでは，国立

大学図書館協会の人材確保・育成の取り組みを紹介する。

3.2.1国立大学図書館協会における人材育成の取り組み

平成16年７月１日，第51回国立大学図書館協会総会にお

いて人材委員会の設置が提案され，了承された。

法人化によって国立大学図書館が一層合理的な運営を展

開し，利用者の期待に応えるサービスを提供し続けていく

ためには，各大学が必要とする人材の確保ならびに計画的

な養成と配置がますます重要になってきた。従来からの懸

案事項をあらためて検討すると共に，優れた図書館職員を

継続的に確保できるようにするためにどのように対処して

いくべきか，問題点を整理し対応策を検討する。併せて，

協会として実施することが望ましい研修事業を企画し実施

することを目的としている。なお，人材委員会は，採用班，

人材育成班，処遇班の３班に分かれて検討を進めている。

大学の国際化は，業務内容のグローバルスタンダード化

を促し，図書館職員の資質の高度化・国際化が求められて

いる。↓情報の提供においても電子ジャーナル，データベー

スの提供の拡大によるシステムの改善や，出版社等との直

接交渉，相互利用業務ではＧＩＦ(G1oballLLFramework）

による国際的な対応が進展しており，図書館サービスの拡

大，高度化に図書館職員が対応し，新たな展開に関わる能

力が求められている。

このような状況のもと，人材委員会では，研修を大学図

書館職員の経験，役職等職階に応じた適切で整合`性の取れ

たものとするため，研修の見直し，カリキュラムの検討，

講師の選考，スケジュール調整等研修の見直しと新たな研

'情報の科学と技術５５巻12号(2005）－５３７－
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の能力等が求められ，平成17年６月「学術,情報基盤として

の大学図書館等の今後の整備のあり方について（中間報

告)｣8)では，「主題知識，専門知識を持った専任の図書館職

員が不十分」との指摘を受けている。能力開発は，個人の

自主・自立が基本であり，研修等も能力開発のきっかけで

しかなく，研修自体が目的でも結果でもない。「人材育成の

目的は組織が強くなること｣9)であり。組織においては，そ

こに働く職員が生き甲斐と使命感をもって組織の目標を達

成しうる環境整備を図ることが不可欠である。法人化に際

し組織再編を実施した国立大学もあるが，今後の点検・評

価が待たれる。図書館にとって職員の専門性，人事体制，

処遇等の新たな検討がはじまっている。時代は確実に変革

を求めており，留まることは許されない。国立大学図書館

は，模索を繰り返しつつ，様々な課題の解決および新たな

挑戦に立ち向かっている。
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することは不可能であり，また現実的ではない。協会外部

の関連機関等との緊密な連携・協力のもと，協会と外部関

連機関等が研修事業を分担し，資質向上のためのトータル

な枠組みを構築していく必要がある。このような見解の下，

研修を実施する機関へ，国内の図書館職員養成に，より効

果的で統一のとれた研修が可能になることを期待して，国

立大学図書館協会人材委員会から研修を実施する関係機関

へ要望することが検討されている。

例えば，文部科学省が主催していた大学図書館職員講習

会と大学図書館職員長期研修6)は，法人化後はそれぞれ国

立`情報学研究所と筑波大学が主催することになった。基本

的な受講対象，目的等に大きな変更はないものの，異なる

機関が別個に担当することになったため，対象者，目的，

内容などについて研修計画全体としての統一的な視点，位

置づけがややもすると不明瞭になっている。そのため，そ

れらが連続性のある一体的な研修として,それぞれの対象，

目的に沿った研修内容を実施するとともに，両者が有機的

な連携と一環性を保つことによって体系的な研修とし，効

果的な成果が得られるように考慮されることが望ましい。

なお，大学図書館職員講習会は，主催の国立'情報学研究所

と東西の会場館である東京大学と京都大学が綿密な打合せ

を実施している。

４．おわりに

国立大学が法人化され，国立大学図書館は経営・運営に

おける競争力や経営戦略による改善・充実，さらに教育・

研究および情報社会の要請により高度の機能・サービスが

求められ，変革の途上にある。しかし，図書館というもの

が，お互いの連携，協力なしには機能を完結できない性格

を持ち，図書館を担う人材の資質・能力は，図書館機能の

達成，進展に大きな影響をもたらすものである。今後の図

書館の充実・発展は，ますます図書館職員という人材の確

保・育成にかかっている。平成５年「大学図書館機能の強

化・高度化の推進について（報告)｣7)の他，多くの答申で，

大学図書館員の専門性の充実・強化，育成・確保について

種々の指摘がなされている。図書館職員は，従来の図書館

業務にとどまらず，図書館の専門知識および高度な特定分

野の専門知識，さらに経営管理能力，コミュニケーション
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